武蔵野千川福祉会「機能分化を活かした就労事業所の取り組み」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チャレンジャー施設長　新堂　薫
１、社会福祉法人「武蔵野千川福祉会」について

・１９７６年　市内の市民運動で始まった「作業所づくり運動」が原点

（社会福祉法人の取得は２００１年法改正のとき）

・１９９２年　厚生省から「授産施設のあり方に関する提言」

　　　イ、社会参加、生きがいを重視し、創作・軽作業を行なうデイサービス機能を持つ施設

　　　ロ、訓練と福祉的就労(作業)の機能を併せもつ授産施設

　　　ハ、就労を重視し、高い工賃をめざす福祉工場

この提言を基にして特徴を出し実践の質を高めていくこと方向性を打ち出した。

社会福祉法人　武蔵野千川福祉会　就労事業所の概要

	施　設　名
	利用者数
	
	現在の工賃
	目標の工賃

	千川作業所
	　　　１９名
	小規模通所授産
	１７，０００円
	２０，０００円

	チャレンジャー
	　　　３０名
	Ｂ型・移行支援　
	７０，０００円
	８０，０００円

	ワークイン関前
	　　　２５名
	Ｂ型・移行支援
	２３，０００円
	３０，０００円

	境ワーキングセンター
	　　　２２名
	Ｂ型・移行支援
	４５，０００円
	５０，０００円

	
	


※グループホーム２ヵ所

※自立生活体験事業１ヶ所

※ショートステイ施設２ヶ所（武蔵野市事業）

※就労支援センター（東京都制度）を市内３法人と共同受託

・機能分化における成果

　大切にしたのは「障害が重い、軽い」ではなくて、働く能力や意欲に見合った環境を設定して、一人ひとりの力や個性を十分に発揮することができるようなしくみや指導・支援を高めていくことを目指した。

　
・事業移行して
　小規模作業所新体系移行事業の補助金があるので経営面ではそれほど変わらない。

　１９名の定員枠がなくなり、利用者数を増やすことができた。
２、障害者自立支援法をめぐって
・報酬単価の減額を理由に様子見をしている事業所が多い。

・就労継続Ｂ型の単価が低いために生活介護と組み合わせた多機能型を図る事業所が多い。

・特別支援学校の保護者の意識のなかにどんなに障害が重くても卒後は「働く」ということが定着してきた。
・今後の卒業生に対応できるような地域の基盤整備が不十分である。（別紙）
　今後１０年間で２万人近い卒業生が見越されている。一般就労は、２５％～２９％を推移している。

・小規模作業所については現在の包括補助事業による東京都の支援を、新体系へ移行する事業所についても支援策を継続してほしい。

・職員不足が深刻化していて、確保が困難である。

資料７
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